
議案第 ４１ 号

令 和 ６ 年 度

内 子 町 水 道 事 業 会 計 予 算

１ 水 道 事 業 会 計 予 算 総 則

２ 業 務 の 予 定 量

３ 収 益 的 収 入 及 び 支 出

４ 資 本 的 収 入 及 び 支 出



　（総　　則）

第１条　令和６年度内子町の水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　　（１）　給 　　水 　　戸 　　数　 　  　　　　　６，６６９戸

　　（３）　一 日 平 均 給 水 量　　　　　　　　　４，１６１ｍ３

　　（４）　主 な 建 設 改 良 事 業

令 和 ６ 年 度 内 子 町 水 道 事 業 会 計 予 算

　　（２）　年   間   給   水   量　　　   　１，５２３，０００ｍ３

鵜 川 地 区 水 道 未 普 及 地 域 解 消 事 業
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　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

（　収　入　） （単位:千円） （　支　出　） （単位:千円）

　第 １ 款　 　第 ２ 款

　　第 １ 項 　　第 １ 項

　　第 ２ 項 　　第 ２ 項

　　第 ３ 項 　　第 ３ 項

　　第 ４ 項

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める(資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額８４，３７８千円は、

　当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額９，８５５千円、過年度分損益勘定留保資金２２，９４５千円及び減債積立金

　５１，５７８千円で補てんするものとする。)。

（単位:千円） （単位:千円）

　第 ３ 款 　第 ４ 款

　　第 １ 項　 　　第 １ 項

　　第 ２ 項　 　　第 ２ 項

　　第 ３ 項　 　　第 ３ 項

　　第 ５ 項　

　　第 ８ 項　

予定額 科　目 予定額

予 備 費 ２,０００

（　収　入　） （　支　出　）

工 事 負 担 金 １,６００

そ の 他 資 本 的 収 入 １００,０００

出 資 金 １１０,６３７

企 業 債 ７８,０００ 建 設 改 良 費 １６１,４００

補 助 金 ５０,０００ 投 資 有 価 証 券購 入費 １０１,０００

企 業 債 償 還 金 １６２,２１５

資 本 的 収 入 ３４０,２３７ 資 本 的 支 出 ４２４,６１５

営 業 外 収 益 １６５,７８０ 営 業 外 費 用 ３７,８８７

特 別 利 益

科　目

水 道 事 業 収 益 ４４０,５７８ 水 道 事 業 費 用 ４２３,２１８

営 業 収 益 ２７４,７７６

予定額 科　目 予定額

営 業 費 用 ３８３,２１１

科　目

２２ 特 別 損 失 １２０
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　（企　業　債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

年　
○水道事業債 　　１．借入先 ３．０％

　　　　財務省 以内 　　　４０年以内（内据置５年以内）
　　　　その他の金融機関
　　２．借入の方法
　　　　証書借入

　ただし、利率見直し方式で借
　り入れる資金について、利率
　の見直しを行った後において
　は、当該見直し後の利率

　２．政府資金については、その
　　　融通条件により、銀行その
　　　他の場合にはその債権者
　　　と協定するものによる。
　３．繰上償還等
　　　企業財政の都合により繰
　　　上償還、償還年限の短縮
　　　又は、低利債に借り換える
　　　ことができる。

　　　　ただし、事業又は財政の都合
　　　　により、起債額の全部若しくは
　　　　一部を翌年度に繰越借入す
　　　　ることができる。

利　　　率

　　３．借入期日
　　　　令和６年度

償　還　の　方　法

千円
　１．償還期限７８，０００

起　債　の　目　的 限　度　額 起　債　の　方　法
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　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、１００，４００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　（１）第２款　水道事業費用 　（２）第４款　資本的支出

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、またはそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合
　は、議会の議決を経なければならない。

　 （単位:千円）

金　額

（１） ２５,０８９職員給与費

経費名

　第 １ 項　 営 業 費 用 第 １ 項 建 設 改 良 費

　第 ２ 項　

　第 ３ 項　 特 別 損 失

営 業 外 費 用 第 ２ 項 企 業 債 償 還 金
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　（一般会計からの補助金）

第９条　経営基盤の強化のため、一般会計から補助を受ける金額は、次のとおりとする。

（単位:千円）

金　額

（１） ２１,９６２

（２） １１０,６３７

（３） ４４,９０４

　（たな卸資産購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、５，０００千円と定める。

令和６年３月４日 提出

内子町長　　　小野植　正久

内　容

企業債利息支払金補助

他会計出資金

営業費用に対する補助
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１

２

３

４

５

６

令　和　６　年　度

内子町水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

内 子 町 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

内 子 町 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

内 子 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

令和６年度 内 子 町 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画 書

令和６年度

令和６年度

令和５年度

令和６年度

令和５年度

予 算 に 関 す る 説 明 書

（附属資料） 令和６年度 内子町水道事業会計予算説明書（予算見積）

内 子 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表



（１）収益的収入及び支出

（ 収 入 ）

（単位：千円）

予 定 額 予 定 額

１ 水 道 事 業 収 益 440,578 445,270 △ 4,692

１ 営 業 収 益 274,776 275,995 △ 1,219

１ 給 水 収 益 272,596 273,815 △ 1,219

２ 受 託 工 事 収 益 125 125 0

３ そ の 他 の 営 業 収 益 705 705 0

４ 加 入 金 1,350 1,350 0

２ 営 業 外 収 益 165,780 169,253 △ 3,473

１ 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,614 1,622 △ 8

２ 他 会 計 補 助 金 66,866 68,949 △ 2,083

５ 長 期 前 受 金 戻 入 95,014 96,406 △ 1,392

６ 雑 収 益 286 276 10

７ 消費税及び地方消費税還付金 2,000 2,000 0

３ 特 別 利 益 22 22 0

２ 過 年 度 損 益 修 正 益 2 2 0

４ そ の 他 特 別 利 益 20 20 0

備 考比　　較

１　令和６年度　内子町水道事業会計予算実施計画書

款 項 目
本 年 度 前 年 度
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（ 支 出 ）
（単位：千円）

予 定 額 予 定 額

２ 水 道 事 業 費 用 423,218 428,803 △ 5,585

１ 営 業 費 用 383,211 389,029 △ 5,818

１ 原 水 及 び 浄 水 費 40,269 38,144 2,125

２ 配 水 及 び 給 水 費 86,187 87,082 △ 895

３ 受 託 工 事 費 220 220 0

５ 総 係 費 47,024 49,966 △ 2,942

６ 減 価 償 却 費 202,791 206,897 △ 4,106

７ 資 産 減 耗 費 6,400 6,400 0

８ そ の 他 の 営 業 費 用 320 320 0

２ 営 業 外 費 用 37,887 37,654 233

１ 支払利息及び企業債取扱諸費 35,637 35,404 233

２ 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 2,000 2,000 0

３ 雑 支 出 250 250 0

３ 特 別 損 失 120 120 0

４ 過 年 度 損 益 修 正 損 100 100 0

５ そ の 他 特 別 損 失 20 20 0

４ 予 備 費 2,000 2,000 0

１ 予 備 費 2,000 2,000 0

項 備 考目
本 年 度 前 年 度

比　　較款
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（２）資本的収入及び支出

（ 収 入 ）
（単位：千円）

予 定 額 予 定 額

３ 資 本 的 収 入 340,237 516,537 △ 176,300

１ 企 業 債 78,000 284,600 △ 206,600

１ 企 業 債 78,000 284,600 △ 206,600

２ 工 事 負 担 金 1,600 0 1,600

１ 工 事 負 担 金 1,600 0 1,600

３ 補 助 金 50,000 121,200 △ 71,200

１ 補 助 金 50,000 121,200 △ 71,200

５ 出 資 金 110,637 110,737 △ 100

１ 他 会 計 出 資 金 110,637 110,737 △ 100

８ 100,000 0 100,000

１ そ の 他 資 本 的 収 入 100,000 0 100,000

目
本 年 度

そ の 他 資 本 的
収 入

項 備 考比　　較
前 年 度

款
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（ 支 出 ）

（単位：千円）

予 定 額 予 定 額

４ 資 本 的 支 出 424,615 582,952 △ 158,337

１ 建 設 改 良 費 161,400 420,700 △ 259,300

１ 給 配 水 設 備 工 事 費 161,000 420,300 △ 259,300

２ 営 業 設 備 費 400 400 0

２ 企 業 債 償 還 金 162,215 162,252 △ 37

１ 企 業 債 償 還 金 162,215 162,252 △ 37

101,000 0 101,000

１ 投 資 有 価 証 券 購 入 費 101,000 0 101,000

３

款 目
前 年 度

備 考

投 資 有 価 証 券
購 入 費

項 比　　較
本 年 度
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（単位：千円）

１ 　業務活動によるキャッシュ・フロー

（１） 当年度純利益（△は純損失） 6,031
（２） 減価償却費 202,791
（３） 固定資産除却費 6,000
（４） 引当金の増減額（△は減少） 424
（５） 長期前受金戻入額 △ 95,014
（６） 受取利息 △ 1,614
（７） 支払利息 35,637
（８） 未収金の増減額（△は増加） 36,440
（９） たな卸資産の増減額（△は増加） △ 1,004

（１０） 未払金の増減額（△は減少） △ 209,210
小計 △ 19,519

（１１） 受取利息 1,614
（１２） 支払利息 △ 35,637

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 53,542

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

（１） 有形固定資産の取得による支出 △ 302,435
（２） 国庫補助金等による収入 46,910

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 255,525

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

（１） 企業債による収入 78,000
（２） 企業債の償還による支出 △ 162,215
（３） 他会計からの出資による収入 110,637

財務活動によるキャッシュ・フロー 26,422

資　金　増　減　額 △ 282,645
資　金　期　首　残　高 1,619,476
資　金　期　末　残　高 1,336,831

（令和６年　４月　１日から令和７年　３月３１日まで）

２ 　令和６年度　内子町水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
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　　１　特別職

期 末 手 当

　（千円）

年間支給率 の手当

（人） （千円） （千円） 　　（月） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

16 144 144 144

16 144 144 144

16 144 144 144

16 144 144 144

前 年 度

長 等

議 員

その他の特別職

計

３     令和６年度 　内 子 町 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

法定福利費 合 計
計

比 較

長 等

議 員

その他の特別職

計

調 整 手 当区 分
職 員 数

給 与 費

退 職 手 当
その他 備 考

報 酬 給 料

本 年 度

長 等

議 員

その他の特別職

計
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　２　一般職給

　　(1)　総　　括

管理職 時間外 退職

手　当 勤務手当 手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

80 3,000 1,875

350 300 3,000 1,950

△270 △75 △300 

本 年 度 2,602

275前 年 度

比 較 179 174 276 △1 

2,423

職員手当
の 内 訳

区 分
期 末 手 当

（千円）

324

扶養手当 住 居 手 当

（千円）

1,668

（千円）（千円）

特殊勤務

手　　当

（千円）

1,842 600 274

（千円）

宿 日 直
手 当

31 △230 △261 

児童手当
別勤務手当
管理職員特

比 較 △244 △17 

前 年 度 10,2904

（千円）

通 勤 手 当

21,299

（千円）

25,319

勤 勉 手 当

21,560

11,026 10,273本 年 度

合 計

3,790 25,089

法 定 福 利 費
給 与 費

給 料

（千円）（人） （千円）

報 酬

（千円）

11,270

（千円）

4

計

　（注）　・本年度の期末勤勉手当には、翌年度６月期末勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額１，４１７千円が含まれる。
　　　　　・本年度の法定福利費には、翌年度６月期末勤勉手当支給に伴う法定福利費のうち本年度発生額である法定福利費引当金繰入額２８４千円が含まれる。

3,759

備考区 分
職 員 数

職 員 手 当
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ア　会計年度任用職員以外の職員

管理職 時間外 退職

手　当 勤務手当 手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

80 3,000 1,530

350 300 2,800 1,620

△270 200 △90 

区 分
職 員 数

給 与 費
法 定 福 利 費 合 計

（千円） （千円）

備考報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 3 9,000 9,023 18,023 3,183 21,206

前 年 度 3 9,400 9,300 18,700 3,243 21,943

比 較 △400 △277 △677 △60 △737 

職員手当
の 内 訳

区 分
期 末 手 当 勤 勉 手 当 扶養手当 住 居 手 当 通 勤 手 当

特殊勤務 管理職員特

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

1,514 600 250

児童手当
宿 日 直
手 当手　　当 別勤務手当

前 年 度 2,023 1,668 324 215

本 年 度 2,049

比 較 26 △154 276 35 △300 

　（注）　・本年度の期末勤勉手当には、翌年度６月期末勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額１，１６２千円が含まれる。
　　　　　・本年度の法定福利費には、翌年度６月期末勤勉手当支給に伴う法定福利費のうち本年度発生額である法定福利費引当金繰入額２３３千円が含まれる。
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イ　会計年度任用職員

管理職 時間外 退職

手　当 勤務手当 手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

345

200 330

△200 15

区 分
職 員 数

給 与 費
法 定 福 利 費 合 計

備考報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 1 2,026 1,250 3,276 607 3,883

前 年 度 1 1,870 990 2,860 516 3,376

比 較 156 260 416 91 507

職員手当
の 内 訳

区 分
期 末 手 当 勤 勉 手 当 扶養手当 住 居 手 当 通 勤 手 当

（千円）

特殊勤務 管理職員特 児童手当
宿 日 直
手 当手　　当 別勤務手当

328 24

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

前 年 度 400 60

本 年 度 553

　（注）　・本年度の期末勤勉手当には、翌年度６月期末勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額２５５千円が含まれる。
　　　　　・本年度の法定福利費には、翌年度６月期末勤勉手当支給に伴う法定福利費のうち本年度発生額である法定福利費引当金繰入額５１千円が含まれる。

比 較 153 328 △36 
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(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額

(3)　給料及び職員手当の状況

　　　　ア　職員１人当たりの給与

（ 円 ）

（ 円 ）

（ 歳 ）

（ 円 ）

（ 円 ）

（ 歳 ）

　　　　イ　初任給

高 校 卒 170,900 173,700 170,900 173,700

区 分
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 一 般 会 計 の 制 度

（円） （円） 一 般 行 政 職 （ 円 ） 技 能 労 務 職 （ 円 ）

令 和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在

平 均 給 料 月 額 254,033  

平 均 給 与 月 額 332,510  

平 均 年 齢 34  

令 和 ６ 年 １ 月 １ 日 現 在

平 均 給 料 月 額 246,900  

平 均 給 与 月 額 308,512  

平 均 年 齢 32  

そ の 他 の 増 減 分 △ 17 人事異動によるもの

区 分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

そ の 他 の 増 減 分 △ 244 人事異動によるもの

職 員 手 当 △ 17
制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

普 通 昇 給 に 伴 う 増 減 分

昇給期間短縮に伴う増減分

増 減 事 由 別 内 訳 ( 千 円 ) 説 明 備 考

給 料 △ 244

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分
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　　　　ウ　級別職員数

級 構 成 比 （ ％ ） 級 構 成 比 （ ％ ）

１ 級 66.7     １ 級

２ 級 ２ 級

３ 級 33.3     ３ 級

４ 級 ４ 級

５ 級

６ 級

計 100.0     

１ 級 33.3     １ 級

２ 級 ２ 級

３ 級 66.7     ３ 級

４ 級 ４ 級

５ 級

６ 級

計 100.0     

計

3     

3     

2     

令 和 ６ 年 １ 月 １ 日 現 在

2     

計

区 分
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

職 員 数 （ 人 ）

令 和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在

1     

職 員 数 （ 人 ）

1     
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区
分

一 般 行 政 職
区
分

主事（2級に規定する職務を除く。）、主事補又は町長が

規則で定める職務

課長（6級に規定する職務を除く。）、主幹又は町長が

規則で定める職務

課長又は町長が規則で定める職務

３

級

４

級

主事又は町長が規則で定める職務

６

級

係長、主任、主査又は町長が規則で定める職務

主任の業務

２

級

副主任の職務、相当の技能又は経験を必要とする職務

２

級

１

級

３

級

技 能 労 務 職

技能又は経験を必要とする職務

自動車運転手、調理員、用務員

（級別の標準的な職務内容）

課長補佐、専門員又は町長が規則で定める職務
４

級

１

級

５

級
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　　　　エ　昇給期間短縮　　　　該当なし

　　　　オ　期末手当・勤勉手当

6 月 （ 月 分 ）

本 年 度 2.250 有

前 年 度 2.200 有

一 般 会 計 の 制 度 2.250 有

　　　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区 分
20 年 勤 続 の 者

（ 月 分 ）
そ の 他 の
加 算 措 置 等

備 考

支 給 率 等 24.586875 無　　　し

24.586875 無　　　し

　　　　キ　調整手当　　　　該当なし

　　　　ク　特殊勤務手当　　　　該当なし

　　　　ケ　その他の手当

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 同 じ

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 じ

33.27075 47.709 47.709 無 し

退 職 時
特 別 昇 給

33.27075 47.709 47.709 無 し

一 般 会 計 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

2.250 4.50

25 年 勤 続 の 者
（ 月 分 ）

35 年 勤 続 の 者
（ 月 分 ）

最 高 限 度
（ 月 分 ）

2.250 4.50

2.200 4.40

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の 級 等

に よ る 加 算 措 置
備 考

12 月 （ 月 分 ） 3 月 （ 月 分 ） （月分）
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資 産 の 部

（単位：千円）

１　固　定　資　産

 （１）　有 形 固 定 資 産

  　イ　土　　　地 45,433

 　 ロ　立　木　建　物 1,002,979

    　  減 価 償 却 累 計 額 △ 250,890 752,089

  　ハ　構　築　物 6,753,691

    　  減 価 償 却 累 計 額 △ 2,399,148 4,354,543

 　 ニ　機 械 及 び 装 置 599,194

    　  減 価 償 却 累 計 額 △ 466,004 133,190

  　ホ　工 具・ 器 具 及 び 備 品 790

    　  減 価 償 却 累 計 額 △ 763 27

  　ヘ　建 設 仮 勘 定 889,262

有  形  固  定  資  産  合  計 6,174,544

 （２）　無 形 固 定 資 産

  　イ　電 話 加 入 権 95

  　ロ　ソ フ ト ウ ェ ア 0

無  形  固  定  資  産  合  計 95

（令和７年　３月３１日）

４　令和６年度内子町水道事業予定貸借対照表
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 （３）　投 資 そ の 他 の 資 産

  　イ　投　資　有　価　証　券 300,000

  　ロ　定　　期　　預　　金 200,000

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 500,000

固　 定 　資 　産 　合 　計 6,674,639

２　流　動　資　産

 （１）　現　金　預　金 1,336,831

 （２）　未　　収　　金 2,175

　　　　 貸　倒　引　当　金 △ 70 2,105

 （３）　貯　　蔵　　品 6,464

流   動   資   産   合   計 1,345,400

資　　　産　　　合　　　計 8,020,039

負 債 の 部

（単位：千円）

３　固　定　負　債

 （１）　企　業　債
 　　イ　建設改良等の財源に充てる
　　　　ための企業債 2,427,196

企　 業　 債   合   計 2,427,196

固  　定　  負　  債　  合　  計 2,427,196
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４　流　動　負　債

 （１）　企　業　債

 　　イ　建設改良等の財源に充てる
　　　　ための企業債 150,905

企　 業 　債   合   計 150,905

 （２）　未　払　金 104,510

 （３）　引　当　金

  　イ　賞 与 引 当 金 1,417

  　ロ　法 定 福 利 費 引 当 金 284

引　 当　 金   合   計 1,701

 （４）　そ の 他 流 動 負 債 450

流   動   負   債   合   計 257,566

５　繰　延　収　益

 （１）　長　期　前　受　金

 　 イ　補　助　金 1,900,470

    　  収　益　化  累  計  額 △ 480,869 1,419,601

  　ロ　受 贈 財 産 評 価 額 1,159,295

    　  収　益　化  累  計  額 △ 415,930 743,365

 　 ハ　工　事　負　担　金 494,532

    　  収　益　化  累  計  額 △ 271,768 222,764

  　ニ　そ の 他 長 期 前 受 金 183,831

    　  収　益　化  累  計  額 △ 91,071 92,760

繰　延　収　益  合  計 2,478,490

負 　 　債　  　合 　 　計 5,163,252
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資 本 の 部

（単位：千円）

６　資　　本　　金

 （１）　資　 本　 金 2,509,206

資　 本　 金　 合 　計 2,509,206

７　剰　　余　　金

 （１）　資 本 剰 余 金

  　イ　補　  助  　金 2,300

  　ロ　工 事 負 担 金 215

  　ハ　受 贈 財 産 評 価 額 5,086

資  本  剰  余  金  合  計 7,601

 （２）　利 益 剰 余 金

  　イ　減 債 積 立 金 153,949

  　ロ　利 益 積 立 金 80,000

  　ハ　建 設 改 良 積 立 金 100,000

  　ニ　当年度未処分利益剰余金 6,031

利 益 剰 余 金 合 計 339,980

剰 　余　 金 　合 　計 347,581

資　  本    合    計 2,856,787

負   債   ・   資   本   合   計 8,020,039
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Ⅰ． 重要な会計方針

１ 　有価証券の評価基準及び評価法

　満期保有目的債券 償却原価法（定額法）

２ 　資産の評価基準及び評価方法

　貯蔵品　　先入先出法による原価法　　　

３ 　固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産
・減価償却の方法　　定額法（ただし、取替資産については、取替法による。）

・主な耐用年数
　　建物　
　　構築物 　
　　機械及び装置
　　量水器
　　工具・器具及び備品

（２） 無形固定資産
・減価償却の方法　　 定 額 法

・主な耐用年数
　　　ソフトウェア　 ５年

　１０年～１５年
　８年
　５年～１０年

注      　　記  　（ 令 和 ６ 年 度 ）

　１５年～５０年
　３０年～６０年
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４ 　引当金の計上方法

（１） 退職給付引当金

（２） 賞与引当金

（３） 法定福利費引当金

（４） 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

５ 　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。　　　

Ⅱ． 予定貸借対照表等関連

１ 　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　　　職員の退職手当については、愛媛県市町総合事務組合に対する一般会計負担金を負担することとなっており、当該総合事務組合
　　　の積立金が不足する場合に追加の費用負担をすることがないため、退職給付引当金を計上していない。

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上して
　　　いる。

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属
　　　する額を計上している。

　令和６年度予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のう
ち、一般会計が負担すると見込まれる額は１，４５９，８９３千円である。
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Ⅲ． その他の注記

１

（１） 賞与引当金、法定福利費引当金

（２） 貸倒引当金

２ 　予定キャッシュ・フロー計算書は間接法による。

　引当金の取崩し

　　　令和６年度において、不納欠損による損失を計上しているため、貸倒引当金７０千円を取り崩すこととする。

　　　令和６年６月に、賞与及びこれに係る法定福利費を支給するため、令和５年１２月から令和６年３月分にあたる賞与引当金１，０６３
　　千円及び法定福利費引当金２１４千円を取り崩すこととする。
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（単位：千円）税抜
千円 千円 千円

１

(１) 給 水 収 益 247,650

(２) 受 託 工 事 収 益 110

(３) そ の 他 の 営 業 収 益 641

(４) 加 入 金 1,227 249,628

２

(１) 原 水 及 び 浄 水 費 35,473

(２) 配 水 及 び 給 水 費 75,640

(３) 受 託 工 事 費 218

(４) 総 係 費 44,509

(５) 減 価 償 却 費 180,832

(６) 資 産 減 耗 費 13,400

(７) そ の 他 の 営 業 費 用 318 350,390

100,762

３

(１) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,622

(２) 他 会 計 補 助 金 68,993

(３) 長 期 前 受 金 戻 入 80,084

(４) 雑 収 益 282 150,981

４

(１) 支払利息及び企業債取扱諸費 35,374

(２) 雑 支 出 265 35,639 115,342

14,580

５

(１) 過 年 度 損 益 修 正 益 2

(２) そ の 他 特 別 利 益 18 20

６

(１) 過 年 度 損 益 修 正 損 91

(２) そ の 他 特 別 損 失 18 109 △ 89

14,491

0

14,491

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

５　令和５年度内子町水道事業予定損益計算書
（令和５年　４月　１日から令和６年　３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

－　27　－



資 産 の 部

（単位：千円）

１　固　定　資　産

 （１）　有 形 固 定 資 産

  　イ　土　　　地 44,433

 　 ロ　立　木　建　物 1,002,979

    　  減 価 償 却 累 計 額 △ 223,890 779,089

  　ハ　構　築　物 6,593,384

    　  減 価 償 却 累 計 額 △ 2,232,088 4,361,296

 　 ニ　機 械 及 び 装 置 598,794

    　  減 価 償 却 累 計 額 △ 461,004 137,790

  　ホ　工 具 ・器 具 及 び 備 品 790

    　  減 価 償 却 累 計 額 △ 732 58

    ヘ　建 設 仮 勘 定 910,114

有  形  固  定  資  産  合  計 6,232,780

 （２）　無 形 固 定 資 産

  　イ　電 話 加 入 権 95

  　ロ　ソ フ ト ウ ェ ア 3,700

無  形  固  定  資  産  合  計 3,795

（令和６年　３月３１日）

６　令和５年度内子町水道事業予定貸借対照表
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 （３）　投 資 そ の 他 の 資 産

  　イ　投　資　有　価　証　券 300,000

  　ロ　定　　期　　預　　金 200,000

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 500,000

固　 定　 資 　産　 合　 計 6,736,575

２　流　動　資　産

 （１）　現　金　預　金 1,619,476

 （２）　未　　収　　金 38,615

　　　　 貸　倒　引　当　金 △ 70 38,545

 （３）　貯　　蔵　　品 5,460

流   動   資   産   合   計 1,663,481

資　 　 産 　　 合　  　計 8,400,056

負 債 の 部

（単位：千円）

３　固　定　負　債

 （１）　企　業　債
 　　イ　建設改良等の財源に充てる
　　　　ための企業債 2,500,101

企　 業 　債   合   計 2,500,101

固    定    負    債    合    計 2,500,101
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４　流　動　負　債

 （１）　企　業　債

 　　イ　建設改良等の財源に充てる
　　　　ための企業債 162,215

企　 業 　債   合   計 162,215

 （２）　未　払　金 469,300

 （３）　引　当　金

  　イ　賞 与 引 当 金 1,063

  　ロ　法 定 福 利 費 引 当 金 214

引 　当 　金   合   計 1,277

 （４）　そ の 他 流 動 負 債 450

流   動   負   債   合   計 633,242

５　繰　延　収　益

 （１）　長　期　前　受　金

 　 イ　補　助　金 1,855,015

    　  収　益　化  累  計  額 △ 439,899 1,415,116

  　ロ　受 贈 財 産 評 価 額 1,159,295

    　  収　益　化  累  計  額 △ 374,358 784,937

 　 ハ　工  事  負  担  金 493,077

    　  収　益　化  累  計  額 △ 262,958 230,119

  　ニ　そ の 他 長 期 前 受 金 183,831

    　  収　益　化  累  計  額 △ 87,409 96,422

繰　延　収　益  合  計 2,526,594

負　  　債　  　合  　　計 5,659,937
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資 本 の 部

（単位：千円）

６　資　　本　　金

 （１）　資　 本　 金 2,363,383

資　 本 　金 　合 　計 2,363,383

７　剰　　余　　金

 （１）　資 本 剰 余 金

  　イ　補　  助  　金 2,300

  　ロ　工 事 負 担 金 215

  　ハ　受 贈 財 産 評 価 額 5,086

資  本  剰  余  金  合  計 7,601

 （２）　利 益 剰 余 金

  　イ　減 債 積 立 金 174,644

  　ロ　利 益 積 立 金 80,000

  　ハ　建 設 改 良 積 立 金 100,000

  　ニ　当年度未処分利益剰余金 14,491

利 益 剰 余 金 合 計 369,135

剰 　余 　金 　合　 計 376,736

資　  本    合    計 2,740,119

負   債   ・   資   本   合   計 8,400,056
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Ⅰ． 重要な会計方針

１ 　有価証券の評価基準及び評価法

　満期保有目的債券 償却原価法（定額法）

２ 　資産の評価基準及び評価方法

　貯蔵品　　先入先出法による原価法　　　

３ 　固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産
・減価償却の方法　　定額法（ただし、取替資産については、取替法による。）

・主な耐用年数
　　建物　
　　構築物 　
　　機械及び装置
　　量水器
　　工具・器具及び備品

（２） 無形固定資産
・減価償却の方法　　 定 額 法

・主な耐用年数
　　　ソフトウェア　 ５年

　５年～１０年

注      　　記  　（ 令 和 ５ 年 度 ）

　１５年～５０年
　３０年～６０年
　１０年～１５年
　８年
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４ 　引当金の計上方法

（１） 退職給付引当金

（２） 賞与引当金

（３） 法定福利費引当金

（４） 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

５ 　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。　　　

Ⅱ． 予定貸借対照表等関連

１ 　企業債の償還に係る一般会計の負担

（１）

　　　　職員の退職手当については、愛媛県市町総合事務組合に対する一般会計負担金を負担することとなっており、当該総合事務組合
　　　の積立金が不足する場合に追加の費用負担をすることがないため、退職給付引当金を計上していない。

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上して
　　　いる。

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属
　　　する額を計上している。

　令和５年度予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも
含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は１，５６７，６３９千円である。
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Ⅲ． その他の注記

１

（１） 賞与引当金、法定福利費引当金

（２） 貸倒引当金

２ 　予定キャッシュ・フロー計算書は間接法による。

　引当金の取崩し

　　　令和５年６月に、賞与及びこれに係る法定福利費を支給するため、令和４年１２月から令和５年３月分にあたる賞与引当金１，１６６
　　千円及び法定福利費引当金２３３千円を取り崩すこととする。

　　　令和５年度において、不納欠損による損失を計上しているため、貸倒引当金７０千円を取り崩すこととする。
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（附属資料）

（単位：千円）

金 額

１ 440,578 445,270 △ 4,692

１ 営 業 収 益 274,776 275,995 △ 1,219

１ 給 水 収 益 272,596 273,815 △ 1,219

本年度　給水戸数　6,669戸

　水道使用料　　 247,824

　　口径φ１３mm　　　 168,082

　　口径φ２０mm　　　 18,964

１ 水 道 使 用 料 272,596 　　口径φ２５mm　　 11,924

　　口径φ３０mm   　　 7,516

　　口径φ４０mm　　　 20,038

　　口径φ５０mm　　　 9,054

　　口径φ７５mm　　　 7,998

　　口径φ１００mm　　　 4,248

　消費税等相当額　 24,772

２ 受 託 工 事 収 益 125 125 0

１ 新 設 工 事 収 益 75

２ 新 設 工 事 手 数 料 50

３ そ の 他 の 営 業 収 益 705 705 0

１ 材 料 売 却 収 益 150

２ 手 数 料 1

４ 雑 収 益 554

４ 加 入 金 1,350 1,350 0

１ 加 入 金 1,350

令和６年度　内子町水道事業会計予算説明書（予算見積）

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　入

款 項 目
節

比 較
区 分

本 年 度
予 定 額

備 考

水 道 事 業 収 益

前 年 度
予 定 額
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（単位：千円）

金 額

２ 営 業 外 収 益 165,780 169,253 △ 3,473

１ 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,614 1,622 △ 8

１ 預 金 利 息 44

４ 有 価 証 券 利 息 1,570

２ 他 会 計 補 助 金 66,866 68,949 △ 2,083

１ 一 般 会 計 補 助 金 66,866 企業債利息支払金補助金　外

５ 長 期 前 受 金 戻 入 95,014 96,406 △ 1,392 償却資産の減価償却に係る財源の収益化

１ 補 助 金 40,970

３ 受 贈 財 産 評 価 額 41,572

５ 工 事 負 担 金 8,810

６ そ の 他 長 期 前 受 金 3,662

６ 雑 収 益 286 276 10

１ 督 促 手 数 料 170

３ 不 用 品 売 却 収 益 1

４ そ の 他 雑 収 益 10

５ 指 定 事 業 者 手 数 料 105

2,000 2,000 0

１ 消費税及び地方消費税還付金 2,000

３ 特 別 利 益 22 22 0

２ 過 年 度 損 益 修 正 益 2 2 0

１ 過 年 度 損 益 修 正 益 2

４ そ の 他 特 別 利 益 20 20 0

１ そ の 他 特 別 利 益 20

備 考
前 年 度
予 定 額

本 年 度
予 定 額

７

区 分

節

消費税及び地方消費税
還 付 金

比 較款 項 目
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（単位：千円）

金 額

２ 423,218 428,803 △ 5,585

１ 営 業 費 用 383,211 389,029 △ 5,818

１ 原 水 及 び 浄 水 費 40,269 38,144 2,125

１３ 備 消 品 費 400

１４ 燃 料 費 20

１５ 光 熱 水 費 63

１９ 委 託 料 12,506 水源地管理委託　外

２０ 手 数 料 5,090

２２ 修 繕 費 18,930 施設維持補修　外

２７ 薬 品 費 3,000

２８ 材 料 費 40

２９ 補 償 金 200

４０ 雑 費 20

２ 配 水 及 び 給 水 費 86,187 87,082 △ 895

１３ 備 消 品 費 500

１４ 燃 料 費 60

１５ 光 熱 水 費 71

１９ 委 託 料 8,027 漏水調査委託業務　外

２０ 手 数 料 11,967

２１ 賃 借 料 546 建設機械レンタル料　外

２２ 修 繕 費 25,982 漏水修繕、量水器開・閉栓費用　外

２６ 動 力 費 37,514 送・配水に伴う電力料

２８ 材 料 費 1,300

２９ 補 償 金 200

４０ 雑 費 20

３ 受 託 工 事 費 220 220 0

１９ 委 託 料 20

２８ 材 料 費 200

比 較
区 分

前 年 度
予 定 額

節

支　　　　　出

本 年 度
予 定 額

款 項

水 道 事 業 費 用

備 考目
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（単位：千円）

金 額

５ 総 係 費 47,024 49,966 △ 2,942

１ 給 料 11,026 一般職給、会計年度任用職員給

２ 手 当 8,856 扶養手当 80

住居手当 600

通勤手当（会計年度含む） 274

時間外勤務手当（会計年度含む） 3,000

期末手当（会計年度含む） 1,828

勤勉手当（会計年度含む） 1,199

退職手当（会計年度含む） 1,875

児童手当 0

３ 賞 与 引 当 金 繰 入 額 1,417 令和７年６月支給分に対するもの

５ 報 酬 144

６ 法 定 福 利 費 3,506 職員共済組合負担金　外

７ 法 定 福 利 費 引 当 金 繰 入 額 284 令和７年６月賞与に伴う法定福利費

８ 旅 費 500

１３ 備 消 品 費 600

１６ 印 刷 製 本 費 771

１７ 通 信 運 搬 費 3,378

１９ 委 託 料 12,740

２０ 手 数 料 1,540

２１ 賃 借 料 776

２２ 修 繕 費 200

３３ 会 費 負 担 金 400

３７ 保 険 料 816

３８ 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 70

６ 減 価 償 却 費 202,791 206,897 △ 4,106

１ 有 形 固 定 資 産 減 価 償 却 費 199,091 構築物　外

２ 無 形 固 定 資 産 減 価 償 却 費 3,700 ソフトウェア

７ 資 産 減 耗 費 6,400 6,400 0

１ 固 定 資 産 除 却 費 6,000 建設改良工事に伴う除却費　外

２ た な 卸 資 産 減 耗 費 400

８ そ の 他 の 営 業 費 用 320 320 0

１ 材 料 売 却 原 価 300

３ 雑 支 出 20

比 較 備 考款 項

検針委託料　外

目
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

節

区 分
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（単位：千円）

金 額

２ 営 業 外 費 用 37,887 37,654 233

１ 35,637 35,404 233

１ 企 業 債 利 息 34,594 地方公共団体金融機構　外

２ 一 時 借 入 金 利 息 1,043

２ 消費税及び地方消費税 2,000 2,000 0

１ 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 2,000

３ 雑 支 出 250 250 0

２ そ の 他 雑 支 出 250

３ 特 別 損 失 120 120 0

４ 過 年 度 損 益 修 正 損 100 100 0

１ 過 年 度 損 益 修 正 損 100

５ そ の 他 特 別 損 失 20 20 0

１ そ の 他 特 別 損 失 20

４ 予 備 費 2,000 2,000 0

１ 予 備 費 2,000 2,000 0

１ 予 備 費 2,000
※備消品費とは備品消耗品費の略称

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

区 分

節
備 考款 項 目 比 較

前 年 度
予 定 額

本 年 度
予 定 額
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（単位：千円）

金 額

３ 340,237 516,537 △ 176,300

１ 企 業 債 78,000 284,600 △ 206,600

１ 企 業 債 78,000 284,600 △ 206,600

１ 企 業 債 78,000 鵜川地区水道未普及地域解消事業

２ 工 事 負 担 金 1,600 0 1,600

１ 工 事 負 担 金 1,600 0 1,600

１ 工 事 負 担 金 1,600 鵜川地区水道未普及地域解消事業

３ 補 助 金 50,000 121,200 △ 71,200

１ 補 助 金 50,000 121,200 △ 71,200

1 国 庫 補 助 金 50,000 鵜川地区水道未普及地域解消事業

５ 出 資 金 110,637 110,737 △ 100

１ 他 会 計 出 資 金 110,637 110,737 △ 100

１ 一 般 会 計 出 資 金 110,637 出資金（企業債元金償還金）

８ そ の 他 資 本 的 収 入 100,000 0 100,000

１ そ の 他 資 本 的 収 入 100,000 0 100,000

1 そ の 他 資 本 的 収 入 100,000

本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

備 考
節

資 本 的 収 入

比 較
区 分

有価証券満期による元金収入

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　入

款 項 目
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（単位：千円）

金 額

４ 424,615 582,952 △ 158,337

１ 建 設 改 良 費 161,400 420,700 △ 259,300

１ 給 配 水 設 備 工 事 費 161,000 420,300 △ 259,300

１９ 委 託 料 11,000

３５ 工 事 請 負 費 149,000

４１ 公 有 財 産 購 入 費 500

４２ 補償、補填及び賠償金 500

２ 営 業 設 備 費 400 400 0

４３ 量 水 器 費 400

２ 企 業 債 償 還 金 162,215 162,252 △ 37

１ 企 業 債 償 還 金 162,215 162,252 △ 37

１ 企 業 債 償 還 金 162,215

３ 投資有価証券購入費 101,000 0 101,000

１ 投 資 有 価 証 券 購 入 費 101,000 0 101,000

１ 投資有価証券購入費 101,000 投資有価証券購入費（手数料含）

資 本 的 支 出

比 較 備 考
区 分

鵜川地区水道未普及地域解消工事　外

用地購入費

用地補償費

地方公共団体金融機構　外

鵜川地区水道未普及地域解消工事測量設計委託業務

前 年 度
予 定 額

節

支　　　　　出

款 項 目
本 年 度
予 定 額
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